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事務事業名 都市農業交流事業（市民農園整備事業） 事業番号 015-042

担当部署名 産業振興 農政 農水産

令和３年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和2年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

4

事業の概要

Ⅰ．基本情報

有 取組 地産地消の推進

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ②持続可能な農業振興

ゴール⑵飢餓をゼロに ターゲット

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

有

―

2.3,2.4

―

施策4.人や企業をを惹きつける都市魅力 ～Attractive～ (7) 次世代につなげる農業の促進

実施根拠
堺市市民農園開設事業補助金交付要綱

（根拠法令、条例等）

指標名 ―

2 関連計画 堺市農業振興ビジョン

事業開始年度 昭和 60

無 現状値 ― 目標値 ―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

点検年度 令和 7 年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

市民農園新規開設者

公民連携・協働事業

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

市民農園を開設することにより、市民が土と自然に親しむ場を提供し、農業体験を通じた農業理解を深めるとともに、農

地の遊休化を防止し、都市農業と市民のふれあいを推進することを目的とする。

5

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

民間による市民農園の新規開設に必要な経費のうち、給排水設備、小農具、農具倉庫、ベンチ、看板、土壌改良、

フェンス、門扉、進入路整備、植栽の整備等に係る経費の3分の2以内を補助する。ただし、補助金額の上限は120万

円。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 市民農園開設者

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

新規市民農園利用者数 人

目標値 105 105 105 105

当該指標を選定した理由 目的の達成状況の測定値として適しているため

令和元年度 令和2年度 令和3年度

市民農園の新規開設数 園

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和7年度 

点検年度

51%

目標値の設定根拠・算出方法 市民農園開設により新規に利用できる人数(1園あたりの平均区画数を35区画として目標を設定)

実績値 158 54

達成率 150%

実績値 4 3

達成率 133% 100%

当該指標を選定した理由 市民農園の新規開設により農園を利用できる市民が増えるため、成果を上げる指標として適しているため

目標値の設定根拠・算出方法 農業振興ビジョン

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 3 3 3



（ ）

14

15

事務事業名 都市農業交流事業（市民農園整備事業） 事業番号 015-042

令和3年度　事務事業評価シート（２）

13

項　　　目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

Ⅲ．投入量
事業コスト （単位：千円）

事業費  (a)

市債

決算 決算 予算 決算 予算

財

源

内

訳

国支出金

1,200 2,950 3,600 2,257 3,600

府支出金　

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 3,180 4,570 5,240 3,897 5,240

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 1,200 2,950 3,600 2,257 3,600

人件費  （ｂ） 1,980 1,620 1,640 1,640 1,640

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

R2 決算

R3 予算 R3 予算

R2 決算

市民農園開設事業補助金
R2 決算 2,257 2,257 R2 決算

事業費

R3 予算 3,600 3,600 R3 予算

R2 決算 R2 決算

R3 予算 R3 予算

R3 予算 R3 予算

R2 決算 決算

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等）

R2 決算 R2 決算

① 市民農園の新規開設数 園

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19
市民農園の開設により、農地を農地として保全し、より多くの市民に農業体験を通じて農業への興味と理解を深めてもらう場を提供することに寄与し

た。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

  「都市農地の貸借の円滑化に関する法律」（平成３０年６月）の施行により、以前は農園を開設することができなかった生産緑地においても、納

税猶予を受けながら市民農園として活用することができるようになったため、生産緑地での開設が増えている。開設者からの補助金申請額に差があるた

め、単位当たりの費用対効果を図るのは困難であるが、農園開設を補助することにより、市民農園を開設しやすくなると考えている。

予算

R2

R3 予算

単位区　　分 令和元年度

4

4,570

1,142,500

令和2年度

3

3,897

1,299,000

R3

うち

一般財源


